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1. はじめに 

 海洋に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、政府において、海洋基本法に基

づき 5 年毎に海洋基本計画が策定され、同計画に基づき、海洋政策が着実に推進されてき

ている。令和５年４月に閣議決定された第４期海洋基本計画では、海洋政策に大きな変革、

すなわち、オーシャントランスフォーメーション(OX)を推進すべき時であるとの認識に立

ち、「総合的な海洋の安全保障」及び「持続可能な海洋の構築」を大きな２つの柱として位

置付け、施策を推進していくこととしている。そして、２つの柱を通じた海洋立国の実現に

向けて、海洋の開発・利用に関する施策のうち、国益の観点から特に重要であって、各府省

の取組に横串を刺して府省横断で取り組むべきものについて、海洋環境保全との調和を念

頭に強力に推進するため、令和６年４月に総合海洋政策本部において「海洋開発等重点戦略」

が策定された。また、同戦略に基づき 6 つの重要ミッションが位置付けられ、令和６年度よ

り必要な予算を確保して取組が進められている。 

「海洋開発等重点戦略」では、「海洋関連技術の進展等により、我が国の海洋開発は、ニ

ーズ・シーズの両面から、新たな局面・段階に入りつつある」との認識が示されている。ま

た、新技術や新技術活用を取り巻く状況は日々進化・変化しており、その状況を踏まえて検

討を深めていく必要があることから、令和 7 年 2 月の第 77 回参与会議において「海洋新技

術の社会実装に関するスタディグループ（SG）」を設けることとされた。SG は「参与の参

画を得ながら、海洋を取り巻く社会課題の解決に繋がる新技術の社会実装等を進めるため、

官民のニーズ・シーズや、社会実装等に向けた支援方策等について、海洋開発等重点戦略の

見直しや同戦略の重要ミッション追加も視野に入れつつ、今後の方向性を含め幅広く自由

に意見交換を行う」もので、令和 7 年度に以下の４テーマと共通テーマ（新技術に関連した

人材育成・確保等）を対象として 6 回開催した。（SG の参加者および議題、取り上げた新

技術の整理等は参考資料 1、参考資料 2、参考資料 3 を参照）。 

⚫ 海洋観測の高度化等のための革新的技術 

⚫ 省人化・無人化等技術  

⚫ ビッグデータ、AI（人工知能）、デジタルツイン  

⚫ グリーンイノベーション 

 

2. 検討の経緯 

2.1 海洋観測の高度化等のための革新的技術 

海洋観測の高度化等のための革新的技術に関する取組紹介や議論は、主に第 2 回 SG に

て行われた（一部、第 3 回 SG にて取組を紹介）。海洋観測に関する技術開発として、経済

安全保障重要技術育成プログラム（K Program）による「量子技術等の最先端技術を用いた

海中における革新的センシング技術」や「先端センシング技術を用いた海面から海底に至る

海洋の鉛直断面の常時継続的な観測・調査・モニタリングシステムの開発」といった事業が

内閣府で行われている。また、文部科学省では「海洋資源利用促進技術開発プログラム-海
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洋生物ビッグデータ活用技術高度化-」のもと、バイオロギングやイベントベースビジョン

センサー(EVS)に関する研究開発が行われている。これらに加えて生態系把握技術である環

境 DNA 等、海洋環境や海中状況を「見える化」する技術の開発が進んでいる状況が SG に

て報告された。また、通信用の海底光ファイバーケーブルを活用した地震津波観測や、無人

飛行艇を活用した海底地殻変動観測等の防災・減災に資する成果や、合成開口レーダ衛星に

よるコンステレーション観測等の新しい取組の紹介が行われた。これらの多くは、観測・モ

ニタリングの自動化や拡大が指向されており、将来的に大量のデータが得られる展望が示

された。また、環境 DNA のように国際的枠組みへの展開を目指す提案も見られた。 

このようなシーズ面の取組に対して、新しいニーズに対応した取組として、環境省より海

洋プラスチックや二酸化炭素（CO2）回収・貯留（CCS）に関するモニタリング技術につい

て、また、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）より大型藻類

によるブルーカーボン計測に関する懸賞金事業について SG にて紹介された。 

 各取組の紹介に対して次のような意見が出された。 

⚫ 日本として国際的にリード可能な技術の創出を目指すべきである。環境 DNA やマイ

クロプラスチックのモニタリング手法等は国際貢献をしている事例と言える。国際的

な統一ルールの形成、他国との連携、国際的なデータベースの構築等も重要である。 

⚫ 生物多様性や地球温暖化、洋上風力発電等に対してどのようなモニタリング技術の開

発が可能か、ニーズドリブンの視点から整理することが重要である。 

⚫ 本 SG で紹介された技術のみならず、既存の技術を組み合わせてシナジー効果を生み

出すことで、新しい展開が期待できる（「思いもしない出会い」がある）。 

⚫ 自動運転等に用いられるセンサー技術である EVSの海洋観測への応用のように、異分

野の技術を巻き込んだブレークスルーが大切である。 

⚫ 地震津波観測網を大きく充実させる可能性がある通信用の海底光ファイバーケーブル

をセンサーとして利用する技術を推進するためには、国内の法的整備や国際的な統一

ルールの確立が効果的である。 

 

2.2 省人化・無人化等技術 

省人化・無人化等技術に関する取組紹介や議論は、主に第 3 回 SG にて行われ、関連技術

開発として、内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の第 3 期「海洋安全保

障プラットフォームの構築」や、K Program による「量子技術等の最先端技術を用いた海中

（非 GPS 環境）における高精度航法技術・量子技術等の最先端技術を用いた海中における

革新的センシング技術」、「無人機技術を用いた効率的かつ機動的な自律型無人探査機（AUV）

による海洋観測・調査システムの構築」といった政府事業が紹介された。また、海上保安庁

による電子海図 S-100 シリーズや、内閣府宇宙戦略推進事務局による準天頂衛星システム

による高精度測位、K Program による「船舶向け通信衛星コンステレーションによる海洋状

況把握技術の開発・実証」等の海洋の省人化・無人化等に資する取組の紹介が行われた。そ
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れら紹介に加えて、スターリンクに代表される海上通信の高速化・大容量化等の動向調査報

告や、遠隔海中モニタリング手法の海外動向報告、民間による無人水上艇(ASV)のコンステ

レーション事業の報告等も行われた。我が国はものづくりにおいて「もの」には強いが「シ

ステム」に弱いと言われてきたが、多くの取組が社会実装まで見据えたシステム化について

言及されていた。省人化・無人化等技術に関する議論は次の通りである。  

⚫ 自動運航に資する国際的な共通規格である電子海図 S-100 シリーズや、国際条約に基

づき世界の船舶が利用するインフラである VDES（VHF データ交換システム）の整備

について、官民連携の強化が求められる。 

⚫ S-100 シリーズは従来の用途に加えて海洋状況把握（MDA）に資するツールになると

期待できる。 

⚫ 海上がサイバー攻撃の標的となるリスクが増大しており、なりすまし防止等、サイバー

攻撃への多層的な対策（単一の対策に依存せず、システムやネットワークの各層に複数

の対策を重ねること）が必要である。 

⚫ 海洋ロボティクスには「自動」から「自律」への運用面における向上が求められる。安

全性を重視する日本では実証や実用化が遅れる傾向にあるが、リスクを念頭に置きつ

つも実用化を進める必要があり、国内で実証試験を進められる仕組みが重要となる。 

⚫ AUV については、日本以上に海外で技術開発が行われており、アジア域を含めた海外

動向を把握する必要がある。 

⚫ 海外では防衛分野及び民生分野の技術を双方向に活用するような事例も見られること

から（例：海底ケーブルの監視や機雷探知といった複数目的を同一の AUV で対応可能

とする事例等）、デュアルユースを考慮し、防衛分野及び民生分野のニーズ・シーズを

マッチングさせる取組等の推進が求められる。なお、デュアルユースは、海洋観測の高

度化やデジタルツイン等の他のテーマにおいても重要な視点である。 

⚫ 多くの研究開発が政府主導の大型プロジェクトにて行われているなか、それらの成果

を共有・発信していく必要性がある。 

 

2.3 ビッグデータ・AI・デジタルツイン 

 ビッグデータ・AI・デジタルツインに関する取組紹介や議論は、主に第 4 回 SG にて行わ

れた。デジタル空間上で高精度に事象を再現するデジタルツインについては、洋上漂流ブイ

等を用いた観測や予測精度向上の事例紹介のほか、東京科学大学より駿河湾を対象として

デジタルツイン等を活用するスマートオーシャンプロジェクトの紹介が行われた。また、ビ

ッグデータを活用した航路選定についての事例紹介が行われた。海洋 AI については、海洋

科学分野やAUVへのAIの活用について国内外の動向が紹介された。更に、株式会社ShipDC

による船舶運航ビッグデータのプラットフォーム運営に関する取組紹介や、K Program の

もとで高性能な次世代船舶の効率的な開発・設計・建造等を目指す「デジタル技術を用いた

高性能次世代船舶開発技術及び船舶の安定運航等に資する高解像度・高精度な環境変動予

https://www8.cao.go.jp/cstp/anzen_anshin/2_20231225_mext.pdf
https://www8.cao.go.jp/cstp/anzen_anshin/2_20231225_mext.pdf
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測技術」の取組紹介が行われた。 

 海洋分野に限らず我が国の AI 技術は海外と比べて遅れており、得意分野や海域特性を活

かした特徴のあるデータの取得・公開や、海洋ロボティクス等の現場海域で利用可能な小型

の AI（エッジ AI、フィジカル AI 等）に関する課題が提起された。また、船舶を観測デバ

イスとして捉えた海洋観測の提案も行われた。データの扱いについては、オーナーシップや

利用規約を明確化したうえでクローズ環境にて運用する ShipDC の取組を含めて、オープ

ン・クローズの両面からの事例紹介が行われた。ビッグデータ・AI・デジタルツインに関す

る主な議論は次の通りである。 

⚫ 国と裨益企業が連携した枠組を構築した上で大きなプラットフォームを構築してデー

タを取得することで分野全体の底上げが期待される。 

⚫ 船舶運航データの収集・活用が小型船舶も含めた船舶全体に広がれば、沿岸域の漂流予

測の精度向上等に貢献できる。 

⚫ 海洋に限らず我が国の AI 技術は海外と比べて遅れており、異分野を巻き込んだブレー

クスルーとなる技術の開発を含め、海洋分野での AI の推進では戦略的な取組が必要で

ある（例：AI 汎用基盤モデルの応用分野や小型 AI の検討、日本の得意分野や周辺海域

の特性を活かした特徴のある観測データの取得、等）。 

⚫ データの利活用の場がオープンなのかクローズなのかを意識する必要がある。その際、

ビジネスの観点では公開レベルや公開のタイミングを考慮する必要がある。また、公開

不可能なデータの明確化やデータの品質確保も重要となる。 

 

2.4 グリーンイノベーション 

グリーンイノベーションに関する取組紹介や議論は、主に第 5 回 SG および第 6 回 SG に

て行われた。第 5 回 SG では、浮体式洋上風力発電について、浮体式洋上風力技術研究組合

（FLOWRA）や浮体式洋上風力建設システム技術研究組合（FLOWCON）が推進する技術

開発や研究、社会実装に向けたロードマップ等の報告に加え、社団法人による離島での地産

地消型の浮体式洋上風力発電の導入等の普及促進や関連技術の発展に係る報告が行われた。

また、東京大学の浮体式洋上風力に関する研究開発の深化・加速や高度専門人材の育成等を

行う研究機構（UT-FloWIND）より、現状の課題認識や今後の人材育成プランが報告され

た。更に、海洋における低コスト CO2 回収技術や海洋ロボティクス等を課題とする NEDO

先導研究プログラムのフロンティア育成事業公募の紹介や、参考資料の説明が行われた。第

6 回 SG では、CO2 回収・貯留技術に関連して、CO2 排出源データベースを活用した臨海

域 CCUS バリューチェーン構築や、CO2 ハイドレート貯留の技術実証試験、海水からの

CO2 回収技術について取組紹介や提案が行われた。海洋再生可能エネルギーに関しては、

海洋温度差発電の現状や展望に関する発表や、波力発電・潮流発電・海流発電に関する調査

報告が行われた。また、海洋におけるグリーンイノベーションの推進に関連して、海洋空間

計画についての報告が行われた。第 5 回 SG、第 6 回 SG では、次のような意見が出された。 

https://www8.cao.go.jp/cstp/anzen_anshin/2_20231225_mext.pdf
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⚫ 洋上風力発電について、発電コスト低減等の産学官連携の取組を含め、長期的な安定化

に向けて市場形成を促す制度設計が重要となる。また、漁業の実態や生態系の保全、海

上交通等の観点も含め、海洋空間計画に関する検討が求められる。 

⚫ 海洋空間計画のもとでの、いわゆる「海域ゾーニング」は、海洋の利用形態を上手く配

置することとされているところ、「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に関する法

律」のもとでの促進区域及び募集区域に関する手続き等を海洋空間計画の一形態とし、

その取組を進めることも重要であり、国際的に我が国の海洋空間計画事例としてアピ

ール可能であり、そのようにできるよう進める必要がある。 

⚫ 近年では、海洋空間計画は単なる「海域ゾーニング」だけではなく、多様なステークホ

ルダーが協調して合意形成を行うプロセスとして、SOPM (Sustainable Ocean Planning 

and Management)という、持続可能な形で海域を管理・運用する概念が国際的に提唱

されている。このような海域の管理・運用について、科学技術の発展も視野に検討を進

めることが期待される。 

⚫ 浮体式洋上風力発電の実海域における中規模プロジェクトを形成することで、導入に

向けた具体的な課題等を洗い出すことが可能となる。 

⚫ UT-FloWIND の学際的な取組が他の大学等に連携・展開されることで、人材育成の規

模拡大を期待したい。 

⚫ CCS に関する従来型の技術は、政府支援等のもと商用化に向けた取組が進んでいる。

例えば、CO2 排出源データベース構築の取組は、海外での CCS 事業やアジア諸国との

連携に貢献可能である。 

⚫ 海洋再生可能エネルギーについては、小規模であっても、プレミア（付加価値）をつけ

て技術を実証する必要がある。日本の場合、一つのプレミアとして離島への適用が挙げ

られ、商用化が期待される。海外動向を踏まえて、日本においても商用化に向けた支援

拡充は重要であるが、事業者等が投資できるよう厳しくその技術の商用化可能性を評

価することが求められる。 

 

2.5 海洋新技術に関する人材育成・確保 

人材育成・確保に関する取組については、長く海洋人材育成を担ってきた、水産系高校、

水産系大学、水産大学校、商船高等専門学校、商船系大学、海技教育機構、造船系大学の取

組紹介が第１回 SG にて行われた。水産・海洋高校における海上保安学校との包括連携や、

造船系大学での日本財団の支援を受けた企業インターンシップ等、様々な連携の取組が行

われている。また、水産大学校による水産 DX に関連したベンチャー企業「Digital Fisheries 

Lab.」の設立や、広島商船高等専門学校におけるサイバーセキュリティ教育、神戸大学海洋

政策科学部での水素未来エネルギー技術センターの設立等の新技術に関する取組が行われ

ている。 

また、将来の DX 等の技術動向を踏まえて必要となる人材育成・確保に関する調査結果が



6 

 

第４回 SG および第 5 回 SG にて報告され、現状の人材育成規模の実態把握とともに、「社

会人リスキルの場」「交流の場」「若年層の教育の場」という 3 つの今後の方向性が示され

た。関連して行われた意見交換は次の通りである。 

⚫ 優秀な人材の確保のためには海洋分野の魅力づくりや省人化が重要であり、懸賞金事

業（技術コンテスト）も一つの手段となる。また、水産業の人材育成には、漁業の DX

化が重要である。 

⚫ 水産系高校と海上保安学校との海洋教育の包括連携については、海上保安官の人材確

保に貢献するものである。類似分野での世代間連携である縦の連携や、同世代での分野

間連携である横の連携に加えて、このような斜めの連携を行うことが人材確保に繋が

る可能性がある。 

⚫ 海外では企業等が主体となって幅広い人材を対象にした人材育成が分野横断的に行わ

れている。これにより、新たな産業界のニーズに対応した人材の移動が効果的に進んで

おり、日本の取組の参考となる。 

⚫ 海外の大学では時代の潮流に合わせてアップデート可能な実践的な海洋人材育成が行

われている。トップレベルの人材育成を含め、変化の速い昨今の状況に対応できる大学

での人材の育成事例として参考となる。 

⚫ 海洋分野の DX 化の流れに対し、異業種のデジタル分野に明るい人材を取り込んでリ

スキリングを行うことも重要である。 

⚫ 近年の若者の中にはスタートアップの設立を志望する流れもある。他分野での施策も

参考としながら海洋分野における具体的な施策を打ち出す必要がある。 

⚫ 将来必要となる人材規模とその実現のために必要な人材育成の規模を定量化し、現状

の規模と比較することが出来れば、人材育成の空白域が可視化され、どこを強化すべき

かが見えてくる。 

 

3． 今後の方向性について 

3.1 共通事項について 

洋上風力発電を含む海洋再生可能エネルギーや、海洋情報・データ、海洋ロボティクス等

の技術開発が急速に進展していくなか、我が国の海洋技術は、諸外国と比較して商用化が遅

れている状況にある。そのため、最先端の技術開発を推進可能な環境整備を進めるとともに、

新技術の商用化・事業化を目指すことが求められる。計６回の SG では、海洋を取り巻く社

会課題の解決に繋がる新技術の社会実装等を進めるため、海洋観測の高度化や省人化・無人

化等の４テーマのもと、海洋開発等重点戦略の見直しや重要ミッション追加を視野に入れ

つつ意見交換を行った。この際、人材育成・確保を含めて各テーマに共通する次期海洋基本

計画の検討に資する議論も行われた。このような共通事項に関する今後の方向性を以下に

示す。 
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（１） 人材育成・確保 

水産系高校と海上保安学校との海洋教育の包括連携のような斜めの連携の重要性が指摘

されたが、海洋 DX 人材の育成の観点からの DX に関する連携等を検討する必要がある。

また、海洋分野の DX 化の流れに対し、異業種のデジタル分野に明るい人材を取り込んでリ

スキリングを行うことも重要となる、更に、若年層の教育の場への取組等、他分野での施策

も参考としながら海洋分野における具体的な施策を打ち出すことが求められる。 

 

（２） 海洋情報の収集・管理・活用 

海洋におけるデータ・情報は今後、多様な海洋産業の基盤になり得るものであり、洋上で

の通信量の増大等を踏まえ、ビッグデータの活用やサイバーセキュリティに関する対応を

一層進める必要がある。この際、情報・データの取り扱いとしてオープン・クローズ戦略の

検討が重要となる。また、AI を含めたデータ利活用分野が海外と比べて遅れている現状を

踏まえ、重要インフラとなる海洋データ基盤の整備を検討するとともに、日本ならではの戦

略的な海洋データ・情報の取得・活用を検討する必要がある（例：小型船舶を含めた船舶運

航データの活用、次世代の電子海図 S-100 シリーズの推進、等）。 

海洋空間計画に関する国際的な動向把握を踏まえつつ、「海しる」を含めた海洋データ基

盤の活用を通じたステークホルダー間の合意形成を促進し、複合的な海域利用を適切かつ

効果的に推進するための取組を進めることが重要である。 

 また、海洋産業の育成には、研究機関や企業等が実海域で技術を実証できる実証海域も重

要であり、既存施設や制度を含めた実証海域に係る情報を整理して周知していくとともに、

実証海域の確保に関して関係者間で連携して取り組むことが求められる。 

 

（３） 海洋新技術に関する連携・広報 

政府主導で多様な海洋新技術の研究開発プログラムが行われており、それらを効果的に

推進するため、政府系研究機関の取組を含めた情報共有や広報を進める必要がある。スター

トアップを含めた海洋産業を育成するため、技術の組み合わせによる新たなイノベーショ

ンやニーズベースの技術開発を促進し、新技術の社会実装に向けたマッチングを進めるこ

とが求められる。 

 

3.2 重要ミッションの推進・見直しに向けて 

海洋観測や省人化・無人化に係る多くの新技術が、社会実装に向けたシステム化も見据え

て紹介されたが、これら技術を通して海洋分野の DX が進展すると考えられる。 

「AUV の開発・利用の推進」に関する重要ミッションについては、AUV に関する海外の

技術進展が著しく、それら動向を把握する必要性がある。また、引き続きデュアルユースを

考慮することや、フィジカル AI 等の新たな技術を取り入れてブレークスルーを起こしてい

くことが求められる。また、同ミッションで行われている利用実証試験では、海洋ロボティ
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クス（AUV・ASV 等）の社会実装に向けた検討の継続に加えて、その開発・販売にとどま

らず、そこから得られたデータ・情報の有効活用を含めて推進することが求められる。 

なお、SG では小型合成開口レーダ衛星等の宇宙技術を活用した海上・沿岸域のモニタリ

ングの提案が行われた。これら最新動向を踏まえて「海洋状況把握（MDA）及び情報の利

活用の推進」や「管轄海域の保全のための国境離島の状況把握」に関する重要ミッションを

推進し、効率的かつ効果的な海域や離島の状況把握を進める必要がある。 

また、第 2 回 SG では、防災・減災や海洋生態系保全に貢献する新技術の提案が行われた

ところ、「ニーズドリブンの技術開発を行う必要がある」「国際的にリード可能な技術創出を

目指すべき」との指摘も踏まえ、こうした技術を活用した具体的な事業化が可能か検討する

ことは重要であり、当該検討結果を踏まえ、必要に応じて、重要ミッションを追加していく

こともあり得る。更に、3.1 の共通事項として挙げられた課題について、重要ミッションの

推進等に当たり留意する必要がある。 

 

4. おわりに 

令和 7 年度の「海洋新技術の社会実装に関するスタディグループ（SG）」では、「海洋観

測の高度化等のための革新的技術」、「省人化・無人化等技術」「ビッグデータ、AI、デジタ

ルツイン」「グリーンイノベーション」の 4 テーマを対象に 40 名以上の有識者等から話題

提供をいただき、テーマに即した意見交換を行った。計 6 回の SG を通して示された、人材

育成・確保を含めた各テーマに共通する次期海洋基本計画の検討に資する議論や重要ミッ

ションの見直しに向けた今後の方向性のうち、重要な事項について参与会議意見書に反映

していくことが求められる。 

また、令和 7 年 11 月に内閣に設置された日本成長戦略会議のもと、「強い経済」の実現

を目指した成長戦略の策定に関する議論が進められている。成長戦略における危機管理投

資・成長投資の戦略分野（17 分野）に「造船」と「海洋」が位置付けられているとおり、

海洋分野は安全保障と経済成長を統合する新産業領域であり、このような状況を踏まえて、

最先端技術開発への投資を含めて、本 SG での議論を海洋における産業政策にも昇華させて

いくことが求められる。更に、令和 8 年度が現行の第 4 期海洋基本計画の 4 年目であるこ

ととも踏まえ、次期海洋基本計画の検討に SG の結果を役立てていく必要がある。
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参考資料１ 

 

 海洋新技術に関する SG 参加者 

 

○参与(主査以外は 50音順) 

氏名 役職 

主査 佐藤 徹  東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 

   井上 登紀子 東京海上日動火災保険株式会社 常務取締役 

岩並 秀一 公益社団法人東京湾海難防止協会 理事長 

坂本 隆 深田サルベージ建設株式会社 専務取締役 

   内藤 忠顕 日本郵船株式会社 特別顧問 

中田 薫 国立研究開発法人水産研究・教育機構 フェロー 

原田 尚美 東京大学大気海洋研究所・地域連携研究センター 教授 

村川 豊 株式会社 NTTデータ 特別参与 

 

○話題提供・コメントをいただいた有識者（発表順、役職は話題提供時） 

【第 1回 SG】 

亀山 喜明 全国水産高等学校長協会 理事長  

藤井 徹生 国立研究開発法人水産研究・教育機構 理事・水産大学校 代表  

東海 正 東京海洋大学 名誉教授・博士研究員  

逸見 真 広島商船高等専門学校 学校長 

平山 勝敏 神戸大学大学院海事科学研究科 研究科長・教授  

上田 大輔 独立行政法人海技教育機構 理事  

中谷 直樹 大阪公立大学大学院工学研究科海洋システム工学分野 教授 

 

【第 2回 SG】 

小平 秀一 国立研究開発法人海洋研究開発機構 理事 

横田 裕輔 東京大学生産技術研究所 准教授 

赤松 友成 早稲田大学ナノ・ライフ創新研究機構 研究院教授 

近藤 倫生 東北大学大学院生命科学研究科 教授 

高塚 進 株式会社ソニーコンピュータサイエンス研究所  
プロジェクトリーダ・リサーチャー 

佐藤 克文 東京大学大気海洋研究所 教授 

青山 智佳 国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 
フロンティア部ムーンショットユニット 主査 

藤原 敬三 株式会社 Synspective 執行役員 

道田 豊 東京大学総長特使、東京大学大気海洋研究所 特任教授 
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【第 3回 SG】 

石井 正一 SIP「海洋安全保障プラットフォームの構築」プログラム・ディレクター 

中村 祐一 K Program プログラム・オフィサー 

大貝 高士 株式会社 IHI宇宙システム事業準備室 主幹 

高木 健 K Program プログラム・ディレクター 

松尾 和晃 株式会社 Oceanic Constellations Chief Project Officer 

織田 洋一 長崎大学海洋未来イノベーション機構 客員コーディネーター  

巻 俊宏 東京大学生産技術研究所 准教授 
 

【第 4回 SG】 

満行 泰河 横浜国立大学大学院工学研究院 准教授 

早稲田 卓爾 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 

阪口 啓 東京科学大学 副学長 

松岡 大祐 国立研究開発法人海洋研究開発機構 付加価値情報創生部門 地球情報 
科学技術センター データサイエンス研究グループ グループリーダー  

巻 俊宏 東京大学生産技術研究所 准教授 

池田 靖弘 株式会社シップデータセンター 代表取締役社長 

安藤 英幸 株式会社 MTI 常務取締役 

和田 良太 東京大学大学院新領域創成科学研究科 准教授 
 

【第 5回 SG】 

寺﨑 正勝 浮体式洋上風力技術研究組合 理事長 

水流 正人 浮体式洋上風力建設システム技術研究組合 専務理事 

佐藤 郁 一般社団法人ｵﾌｼｮｱｳｨﾝﾄﾞﾌｧｰﾑ事業推進協会  代表理事 

吉村 忍 東京大学大学院新領域創成科学研究科 特任教授 

織田 洋一 長崎大学海洋未来イノベーション機構 客員コーディネーター 
 

【第 6回 SG】 

三戸 彩絵子 二酸化炭素地中貯留技術研究組合技術第一グループ(RITE) 主任研究員   

池川 洋二郎 電源開発株式会社技術開発部茅ケ崎研究所 上席研究員 

吉田 弘 国立研究開発法人海洋研究開発機構 地球環境部門 北極環境変動 
総合研究
センター 北極観測技術開発グループ グループリーダー 

池上 康之 佐賀大学海洋エネルギー研究所 所長、教授 

高木 健 東京大学 名誉教授 

道田 豊 東京大学総長特使、東京大学大気海洋研究所 特任教授 
 

【関係府省・機関】 

内閣府（科学技術・イノベーション推進事務局、宇宙開発戦略推進事務局、総合海洋政策推

進事務局）、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省、国立研

究開発法人海洋研究開発機構、国立研究開発法人水産研究・教育機構、国立研究開発法人海
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上・港湾・航空技術研究所 
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参考資料 2 

 海洋新技術に関する SG 議題・配布資料 

 

【第 1回 SG】（令和 7年 7月 17日） 

○議題 

1. 開会 

2. スタディグループ(SG)の進め方について 

3. 科学技術イノベーションに関する施策について 

4. 海洋産業に関する教育・人材育成について 

5. その他・今後について 

6. 閉会 

○配布資料 

資料１   海洋新技術に関する SGの設置及び運営  

資料２    海洋新技術に関する SGの進め方 

資料３     次期の科学技術・イノベーション基本計画について  

資料４－１ 全国水産・海洋高等学校の現状  

資料４－２ 水産大学校における教育・人材育成  

資料４－３ 水産系大学における教育・人材育成  

資料４－４ 商船高等専門学校における教育・人材育成  

資料４－５ 神戸大学海洋政策科学部の人材育成の取組状況  

資料４－６ 海技教育機構の人材育成の取組状況  

資料４－７ 造船系大学における教育・人材育成 

 

【第 2回 SG】（令和 7年 10月 6日） 

○議題 

1. 開会 

2. 海洋観測の高度化のための革新的技術 

3. その他・今後について 

4. 閉会 

○配布資料 

資料１    海洋新技術に関する SGの設置及び運営 

資料２―１  海底光ファイバーケーブルによるセンシング 

資料２－２  海底地殻変動観測のための海洋プラットフォーム 

資料２－３  環境省における海洋モニタリング技術の社会実装に向けた取組 

資料２－４  音響観測システムによる海洋生態系の把握 

資料２－５  環境 DNA を用いた生物多様性観測ネットワーク 

資料２－６  イベントベースビジョンセンサーを用いた海洋粒子の計測 

資料２－７  バイオロギングによる海洋観測網の構築 

資料２－８  ムーンショット型研究開発事業と懸賞金事業 

資料２－９  小型合成開口レーダ衛星によるモニタリング 
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【第 3回 SG】（令和 7年 12月 3日） 

○議題 

1. 開会 

2. 省人化・無人化等に関する技術 

3. その他・今後について 

4. 閉会 

○配布資料 

資料１      海洋新技術に関する SGの設置及び運営 

資料２―１  第 3期 SIP「海洋安全保障プラットフォームの構築」の取組 

資料２－２  K Program「量子技術等の最先端技術を用いた高精度航法技術」等 

資料２－３  電子海図 S-100シリーズ 

資料２－４  準天頂衛星システム「みちびき」の海洋分野での利活用 

資料２－５  K Program「衛星を利用した VDES（VHF データ交換システム」 

資料２－６  国内外の海上通信の動向（委託調査） 

資料２－７  K Program「海空無人機による海洋観測・監視・調査システムの構築」等 

資料２－８  無人水上艇（USV）のコンステレーション 

資料２－９  遠隔海中モニタリングの海外最新動向 

 

【第 4回 SG】（令和 8年 1月 21日） 

○議題 

1. 開会 

2. ビッグデータ、AI、デジタルツインに関する技術 

3. その他・今後について 

4. 閉会 

○配布資料 

資料１    海洋新技術に関する SGの設置及び運営 

資料２－１  海洋環境分野でのデジタルツイン 

資料２―２  海洋環境ビッグデータを活用した航路選定 

資料２－３  スマートオーシャンプロジェクトについて 

資料２－４  海洋 AI に関する国内外の動向（委託調査） 

資料２－５  海洋科学分野での AI活用の動向 

資料２－６  自律型無人探査機（AUV）×AIの事例紹介 

資料２－７  船舶運航ビッグデータに関する ShipDCの取組 

資料２－８  K Program 船舶 DXの取組 

資料２－９  海洋新技術に関する人材育成（委託調査） 
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【第 5回 SG】（令和 8年 2月 13日） 

○議題 

1. 開会 

2. グリーンイノベーションに関する技術① 

3. 取りまとめについて 

4. その他・今後について 

5.   閉会 

○配布資料 

資料１      海洋新技術に関する SGの設置及び運営 

資料２－１  浮体式洋上風力技術研究組合(FLOWRA）の取組について 

資料２―２  浮体式洋上風力建設システム技術研究組合(FLOWCON)の取組について 

資料２－３ 浮体式洋上風力の普及促進、関連技術の発展について 

資料２－４ 浮体式洋上風力発電に関する人材育成について 

資料２－５ NEDO先導研究プログラムのフロンティア育成事業公募 

資料３ー１ SGの取りまとめについて 

資料３－２ 海洋新技術に関する人材育成（取りまとめ検討） 

参考資料 EEZ 利用空白域における設備容量の推算結果について 

 

【第 6回 SG】（令和 8年 3月 4日） 

○議題 

1. 開会 

2. グリーンイノベーションに関する技術② 

3. 取りまとめについて 

4. その他・今後について 

5. 閉会 

○配布資料 

資料１   海洋新技術に関する SGの設置及び運営 

資料２－１ CO2排出源データベースを活用した臨海域 CCUSバリューチェーン構築 

資料２―２ CO2ハイドレート貯留技術について 

資料２－３ 海水からの CO2回収技術について 

資料２－４ 海洋温度差発電の現状と展望について 

資料２－５ 海洋再生可能エネルギーについて（委託調査） 

資料３―１ 海洋新技術スタディグループ報告書案 

資料３－２ 海洋空間計画について 

参考資料 近未来技術実証に関するワンストップセンター支援業務への水中ドローン追加について
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